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　国民の健康寿命延伸と新たな市場・産業の創出が求められる中、「健康長寿社会の形成に資する

新産業創出」、「未病の取組を進めるための指標の構築」等が健康・医療戦略でも指摘されるなど、

個人の行動変容を促す取組を支援することが喫緊の課題である。こうした課題に対処するため、

個人の現在の未病の状態や将来の疾病リスクを数値で見える化（＝「未病指標」）し、個人の主体

的な行動変容を促す未病改善の取組を保険者努力支援制度において評価するなど、「未病」を基軸

とした具体的な施策の推進が必要である。 
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 改正国民健康保険法に基づき、平成30年度からの3,400億円の財政基盤強化策が実施され、

本県内のいくつかの市町村で法定外繰入の減少が見られたものの、今般のコロナ禍により、

保険料収入が減少するとともに、感染者の多い地域を中心に医療費が急激に増加しており、

財政負担の長期化が危惧される。

　そもそも、国民健康保険制度は他の公的医療保険制度に比べ、低所得の子育て世帯を中心 

に、収入に対する保険料や一部負担金の負担水準が高いという国保の「構造上の問題」は解

決されたとはいえない。国民健康保険制度を持続可能なものとするため、子育て世帯に対す

る財政支援として実施された子どもの均等割保険料の軽減措置も含め、財政基盤強化策を検

証し、引き続き必要な財政措置の拡充を図ることが必要である。

 また、より一層の医療費の適正化を図るために、保険者努力支援制度において、一人当たり 

の医療費水準の低い地方自治体が適正な評価を受けられるよう、医療費水準の改善幅より

も、現状の医療費水準の評価の配点を高めるよう見直すとともに、個人の主体的な健康行動

を促す都道府県、市町村の取組に係る評価項目の更なる充実が必要である。 

　併せて、都道府県間の所得水準を調整する役割をもつ普通調整交付金においても、依然と

して医療費水準が低く、かつ、平均所得が高い都道府県には交付額が少なく、医療費適正化

に向けた努力を妨げるものとなっていることから、年齢構成のみを勘案し地域差を排除した

医療費水準を算定基礎とする見直しを行うことが必要である。 
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